
地
方

創
生

及
び

地
方

分
権

改
革

の
推

進
に

つ
い

て

平
成
2
9年
1
0
月
2
6日

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣
（
地
方
創
生
）

梶
山

弘
志

資
料

３



地
方
創
生
の
新
展
開
に
向
け
て

◎
国
の
総
合
戦
略
策
定

◎
地
方
版
総
合
戦
略
策
定

◎
ロ
ー
カ
ル
・
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
へ
の
重
点
化

◎
地
方
の
自
主
的
な
発
意
に
は
柔
軟
な
対
応

・
地
方
創
生
推
進
交
付
金
（
1
,0
0
0
億
円
）

・
地
方
創
生
拠
点
整
備
交
付
金
（
9
0
0
億
円
）

・
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税

２
０
１
４

２
０
１
５

２
０
１
６

地
方
創
生
の
本
格
稼
働

地
方
の
体
制
整
備

地
方
創
生
の
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

・
地
方
創
生
先
行
型
交
付
金

（
1
,7
0
0
億
円
）

・
地
方
創
生
加
速
化
交
付
金

（
1
,0
0
0
億
円
）

・
地
方
拠
点
強
化
税
制

２
０
１
７ 地
方
創
生
の
新
展
開

◎
総
合
戦
略
の
中
間
年

◎
既
存
の
取
組
を
加
速
化
す
る
た
め
の

新
た
な
施
策
に
よ
り
地
方
創
生
の
新
展
開

・
地
方
創
生
に
資
す
る
大
学
改
革

・
地
域
資
源
を
活
用
し
た
「
し
ご
と
」
づ
く
り

・
空
き
店
舗
、
遊
休
農
地
、
古
民
家
等

遊
休
資
産
の
活
用

・
政
府
関
係
機
関
の
地
方
移
転

・
中
央
省
庁
の
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス

平
成
2
9
年
度
は
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
の
中
間
年
で
あ
り
、
既
存
の
取
組
を

加
速
化
す
る
た
め
の
新
た
な
施
策
に
よ
り
、
地
方
創
生
の
新
展
開
を
図
る
。

「
し
ご
と
」
を
つ
く
る

「
ひ
と
」
の
流
れ
を
変
え
る

結
婚
・
子
育
て
の
希
望
実
現

「
ま
ち
」
を
つ
く
る

・
若
者
雇
用
創
出
数
（
地
方
）

５
年
間
で
3
0
万
人

9
.8
万
人
創
出

・
地
方
・
東
京
圏
の
転
出
入
均
衡

東
京
圏
年
間
転
入
超
過

1
0
万
人
（
2
0
1
3
年
）

➡
1
2
万
人
（
2
0
1
6
年
）

・
第
１
子
出
産
前
後
の
女
性

継
続
就
業
率
5
5
％

3
8
.0
%
（
2
0
1
0
年
）

➡
5
3
.1
%
（
2
0
1
5
年
）

・
農
林
水
産
業
６
次
産
業
化

市
場
規
模
1
0
兆
円

4
.7
兆
円
（
2
0
1
3
年
）

➡
5
.1
兆
円
（
2
0
1
4
年
）

・
「
小
さ
な
拠
点
」
の
地
域
運
営
組
織

形
成
数
3
,0
0
0
団
体

1
,6
5
6
団
体
（
2
0
1
4
年
）

➡
3
,0
7
1
団
体
（
2
0
1
6
年
）

・
立
地
適
正
化
計
画
を
作
成
す
る
市
町
村
数

1
5
0
都
市

➡
1
0
0
都
市

（
2
0
1
6
年
度
末
）

・
合
計
特
殊
出
生
率

1
.4
3
（
2
0
1
3
年
）

➡
1
.4
5
（
2
0
1
5
年
）

◎
主
な
基
本
目
標
・
Ｋ
Ｐ
Ｉ
（
２
０
２
０
年
目
標
）

1



地
方
に
お
け
る
若
者
の
減
少

≪
地
方
に
お
け
る
若
者
・
出
生
数
の
大
幅
な
減
少
≫

出
典
：
厚
生
労
働
省
「
人
口
動
態
統
計
」
よ
り
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
事
務
局
に
て
作
成

出
典
：
総
務
省
「
国
勢
調
査
」
よ
り
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
事
務
局
に
て
作
成

≪
東
京
圏
へ
の
大
幅
な
転
入
超
過
≫

○
2
0
0
0
年
か
ら
2
0
1
5
年
の
1
5
年
間
で
、
地
方
（
東
京
圏

以
外
）
の
若
者
人
口
（
1
5
～
2
9
歳
）
は
、
約
３
割

（
5
3
2
万
人
）
の
大
幅
な
減
少

○
出
生
数
も
、
約
２
割
（
1
7
万
人
）
の
大
幅
な
減
少

○
東
京
圏
へ
の
転
入
超
過
数
は
近
年
1
0
万
人
を
超
え

る
規
模
で
推
移
。

そ
の
大
半
は
1
5
～
1
9
歳
、
2
0
～
2
4
歳
が
占
め
て

お
り
、
大
学
進
学
時
・
就
職
時
の
転
入
が
多
い
。

※
東

京
圏

（
東

京
都

、
埼

玉
県

、
千

葉
県

、
神

奈
川

県
）

90
0

11
00

13
00

15
00

17
00

19
00

20
00

20
05

20
10

2
0

1
5

万人

年

若
者

（
1

5
歳

～
2

9
歳

）
の

人
口

の
推

移
東

京
圏

以
外

1
8

3
1
万

人
2

9
%

減
少

1
2

9
9
万

人

0 55657585

20
00

20
05

20
10

2
0

1
5

万人

年

出
生

数
の

推
移

東
京

圏
以

外

8
9
万

人

7
2
万

人

1
9

%
減

少

0

3
0

,2
4

6
 

2
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,7
2

7
 

2
7

,0
9
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6

,6
0

4
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,8
1
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6

,4
8
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6
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7
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,9
7
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,1
0
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6
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,3
7

4
 

6
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,5
1

7
 

6
8

,8
8
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9
,8

3
0

 
5

,9
3

9
 

8
,0

3
2

 

1
4

,5
9

9
 

1
7

,1
3

6
 

2
0

,0
6

8
 

1
8

,4
1

5
 

9
2

,8
2

9
 

6
2

,8
0

9
 

6
7

,2
0

9
 

9
6

,5
2

4
 

1
0

9
,4

0
8

 1
1

9
,3

5
7

 
1

1
7

,8
6

8
 

0

2
0

,0
0

0

4
0

,0
0

0

6
0

,0
0

0

8
0

,0
0

0

1
0

0
,0

00

1
2

0
,0

00

1
4

0
,0

00

2
0

1
0
年

2
0

1
1
年

2
0

1
2
年

2
0

1
3
年

2
0

1
4
年

2
0

1
5
年

2
0

1
6
年

若
者

の
東

京
圏

へ
の

年
齢

階
層

別
転

入
超

過
数

（2
0

1
0
～

2
0

1
6
年

）

1
5
～

1
9

2
0
～

2
4

2
5
～

2
9

総
数

資
料

出
所

：
総

務
省

統
計

局
住

民
基

本
台

帳
人

口
移

動
報

告
（

2
0

1
0
年

－
2

0
1

6
年

）
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(1
) 
地
方
大
学
の
振
興

(2
)
東
京
の
大
学
の
新
増
設
の
抑
制
、
地
方
移
転

(3
) 
若
者
の
雇
用
機
会
の
創
出

文
部
科
学
省
「
学
校
基
本
統
計
」
を
も
と
に
作
成

○
地
方
大
学
は
「
総
花
主
義
」
「
平
均
点
主
義
」
か
ら
脱

却
し
、
「
特
色
」
を
出
し
た
大
学
へ
改
革
す
る
必
要
が

あ
る
。

○
首
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
、
産
官
学
連
携
の
推
進

体
制
（
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
）
を
構
築
し
、
地
域
の
中
核

的
な
産
業
の
振
興
や
そ
の
専
門
人
材
育
成
な
ど
を
行
う

地
方
創
生
の
優
れ
た
取
組
を
重
点
的
に
支
援
。

⇒
地
方
大
学
・
地
域
産
業
創
生
交
付
金
(
1
2
0
億
円
)

【
平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
】

○
国
・
地
方
：
奨
学
金
返
還
支
援
制
度
の
全
国
展
開
、
地
方
創
生
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
、
地
方
拠
点
強
化
の
加
速
策
等

【
平
成
3
0
年
度
税
制
改
正
要
望
】

○
経
済
界
：
企
業
の
本
社
機
能
移
転
、
地
方
採
用
の
拡
大
(本

社
一
括
採
用
の
変
更
)、

地
域
限
定
社
員
制
度
の
導
入
等

○
今
後
18
歳
人
口
が
大
幅
に
減
少
す
る
中
、
東
京
23
区
の

大
学
は
、
定
員
増
を
認
め
な
い
こ
と
を
原
則
と
す
る
。

○
総
定
員
の
範
囲
内
で
対
応
す
る
の
で
あ
れ
ば

、
既
存
の

学
部

等
の

改
廃

等
に
よ

り
、

社
会

の
ニ

ー
ズ

に
応

じ
た

新
た

な
学

部
・

学
科

の
新

設
は

認
め

ら
れ

る
（

ス
ク

ラ
ッ
プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
の
徹
底
）
。

○
具
体
的
な
制
度
等
に
つ
い
て
年
内
に
成
案
を
得
る
。

○
学
生
が

地
方
と
東
京
圏
を
相
互
に

対
流

・
還

流
す

る
仕

組
み
を
構
築
。

○
地
方
へ
の
サ
テ
ラ
イ
ト
キ
ャ
ン
パ
ス
の
設
置
を
推
進
。

◆
富
山
県

産
官
学
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
組
成
し
、
バ
イ
オ

医
薬
品
等
の
専
門
人
材
育
成
・研
究
開
発

◆
大
分
県

世
界
の
先
進
大
学
や
高
級
ホ
テ
ル
と
の
連
携

を
核
と
し
た
経
営
・観
光
マ
ネ
ジ
メ
ン
トの
学
部
・

研
究
科
の
再
編
に
よ
る
人
材
育
成
や
実
証
実
施

富
山
県
薬
事
研
究
所

取
組
事
例

地
方
に
お
け
る
若
者
の
修
学
・
就
業
促
進

ー
地
方
創
生
に
資
す
る
大
学
改
革
ー

「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方
針
20
17
」

（
平
成
29
年
６
月
９
日
閣
議
決
定
）
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○
国
が
策
定
す
る
専
門
人
材
育
成
、
産
業
振
興
等
に
係
る
基
本
方

針
を
踏
ま
え
、
首
長
主
宰
の
産
官
学
連
携
推
進
体
制

（
地
方
公

共
団
体
、
地
方
大
学
、
産
業
界
等
で
構
成

）
に
お
い
て
、
地
域

の
専
門
人
材
育
成
・
産
業
振
興
計
画
を
策
定
。

○
同
計
画
に
位
置
付
け
ら
れ
た
地
方
公
共
団
体
や
地
方
大
学
等
の

事
業
の
う
ち
、
国
の
有
識
者
に
よ
る
委
員
会
か
ら
優
れ
た
事
業

と
し
て
認
定
を
受
け
た
も
の
に
つ
い
て

、
新
た
な
交
付
金
に
よ

り
支
援
。

（
本
交
付
金
は
、
内
閣
府
と
文
部
科
学
省
が
共
同
で
執
行
）

○
地
方
公
共
団
体
等
が
設
定
し
た
KP
I
を
、
国
の
有
識
者
委
員
会
に

お
い
て
毎
年
度
検
証
し
、
PD
CA
サ
イ
ク
ル
を
実
践
。

【
具
体
例
】

・
産
官
学
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
組
成
し
、
バ
イ
オ
医
薬
品
等
に

か
か
る
専
門
人
材
育
成
・
研
究
開
発

・
理
工
系
の
国
公
私
立
大
学
が
同
一
キ
ャ
ン
パ
ス
に
集
積
し
、

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
等
に
か
か
る
専
門
人
材
育
成
・
共
同
研
究

○
地
方
創
生
の
実
現
に
向
け

、
地
域
の
人
材
へ
の
投
資
を
通
じ
て

地
域
の
生
産
性
の
向
上
を
目
指
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す

。
○
こ
の
た
め
、
首
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
、
産
官
学
連
携
の

推
進
体
制
（
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

）
を
構
築
し
、
地
域
の
中
核
的

な
産
業
の
振
興
や
そ
の
専
門
人
材
育
成
な
ど
を
行
う
地
方
創
生

の
優
れ
た
取
組
を
、
新
た
な
交
付
金
に
よ
り
支
援
し
ま
す
。

○
地
方
大
学
振
興
方
策
と
東
京
の
大
学
の
定
員
抑
制
等
を
セ
ッ
ト

で
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
東
京
一
極
集
中
の
是
正
を
目
指
し
ま

す
。

地
方
大
学
・
地
域
産
業
創
生
交
付
金
の
創
設

（
内
閣
府
地
方
創
生
推
進
事
務
局
）

３
０
年
度
概
算
要
求
額

内
閣
府
及
び
文
部
科
学
省
合
計
１
２
０
億
円

【
う
ち
優
先
課
題
推
進
枠
７
０
億
円
】

（
新
規
）

（
文
部
科
学
省
の
事
業
分
２
０
億
円
（
拡
充
）
を
含
む
）

事
業
概
要
・
目
的

事
業
イ
メ
ー
ジ
・
具
体
例

○
地
域
の
組
織
レ
ベ
ル
で
の
産
官
学
連
携
の
推
進
体
制
の
構
築
に

よ
り
、
地
域
の
専
門
人
材
育
成
、
産
業
振
興
等
の
取
組
を
推
進

し
ま
す
。

○
地
方
創
生
に
資
す
る
大
学
改
革
の
促
進
に
よ
り

、
学
生
の
地
方

大
学
へ
の
進
学
が
推
進
さ
れ

、
東
京
一
極
集
中
の
是
正
に
寄
与

し
ま
す
。

期
待
さ
れ
る
効
果

国資
金
の
流
れ

交
付
金
（
３
/４

）
等

道
府
県

政
令
指
定
都
市
等

大
学
等

（
東
京
圏
を
除
く
）

地
方

公
共

団
体

大
学

等
産

業
界

等

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム

・組
織

レ
ベ

ル
で

の
産

官
学

連
携

の
推

進
体

制
構

築
・地

方
公

共
団

体
・
地

方
大

学
・産

業
界

等
の

役
割

の
明

確
化

、
取

組
の

強
化

・地
域

の
専

門
人

材
育

成
・
産

業
振

興
計

画
の

策
定

地
方

創
生

に
資

す
る

大
学

改
革

を
促

進
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地
方
拠
点
強
化
税
制
に
つ
い
て

移
転
型

拡
充
型
(含
対
内
直
投
)

地
方
に
あ
る
企
業
の
本
社
機
能
の

強
化
を
支
援

地
方
の
企
業
の
拠
点
拡
充

地
域
再
生
計
画
の
認
定
状
況
（
平
成
2
9
年
3
月
）
：
4
4
道
府
県
5
1
計
画

雇
用
創
出
数
：
1
1
,5
6
0
人

オ
フ
ィ
ス
に
係
る
建
物
等
の
取
得
価
額
に
対
し
、
特
別
償
却

1
5
％
又
は
税
額
控
除

4
％

措
置
対
象
:建
物
、
建
物
附
属
設
備
、
構
築
物

取
得
価
額
要
件
:2
,0
0
0
万
円
（
中
小
企
業
者
1
,0
0
0
万
円
）

東
京
2
3
区
か
ら
の
移
転
の
場
合
、

拡
充
型
よ
り
も
支
援
措
置
を
深
堀
り

地
方
活
力
向
上
地
域
特
定
業
務
施
設
整
備
計
画
（
知
事
認
定
）

大
都
市
等

東
京
2
3
区

東
京
一
極
集
中
の
是
正

地
方
移
転
の
促
進

諸
要
件
（
事
業
主
都
合
の
離
職
者
な
し
、
支
払
給
与
額
一
定
以
上
等
）
を
満
た
し
た
上
で
、

①
法
人
全
体
の
増
加
雇
用
者
数
が
5
人
（
中
小
企
業
者
2
人
）
か
つ
雇
用
増
加
率
が

1
0
％
以
上
の
場
合
、
増
加
雇
用
者
１
人
当
た
り
最
大

6
0
万
円

（
注
）
を
税
額
控
除

②
雇
用
増
加
率
が
1
0
％
未
満
の
場
合
で
も
、
1
人
当
た
り
最
大
3
0
万
円
（
注
）
を
税
額
控
除

（
注
）
転
勤
者
及
び
非
正
規
雇
用
者
は
減
額

雇
用

促
進
税

制
(特
則
)

オ
フ
ィ
ス
に
係
る
建
物
等
の
取
得
価
額
に
対
し
、
特
別
償
却

2
5
％
又
は
税
額
控
除

7
％

措
置
対
象
:建
物
、
建
物
附
属
設
備
、
構
築
物

取
得
価
額
要
件
:2
,0
0
0
万
円
（
中
小
企
業
者
1
,0
0
0
万
円
）

オ
フ
ィ
ス

減
税

諸
要
件
（
事
業
主
都
合
の
離
職
者
な
し
、
支
払
給
与
額
一
定
以
上
等
）
を
満
た
し
た
上
で
、

①
法
人
全
体
の
増
加
雇
用
者
数
が
5
人
（
中
小
企
業
者
2
人
）
か
つ
雇
用
増
加
率
が

1
0
％
以
上
の
場
合
、
増
加
雇
用
者
１
人
当
た
り
最
大

9
0
万
円

（
注
）
を
税
額
控
除

《拡
充
型
の
1
人
当
た
り
最
大
6
0
万
円
に
、
特
定
業
務
施
設
の
増
加
雇
用
者
1
人
当
た
り
3
0
万
円
上
乗
せ
》

②
上
記
①
の
う
ち
上
乗
せ
3
0
万
円
分
は
、
雇
用
を
維
持
し
て
い
れ
ば
、
最
大
3
年
間
継
続

た
だ
し
、
特
定
業
務
施
設
の
雇
用
者
数
又
は
法
人
全
体
の
雇
用
者
数
が
減
少
し
た
場
合
、
以
後
は
不
適
用

《法
人
全
体
の
増
加
雇
用
者
が
い
な
くて
も
、
特
定
業
務
施
設
の
増
加
雇
用
者
に
は
適
用
》

（
注
）
転
勤
者
及
び
非
正
規
雇
用
者
は
減
額

◯
京
都
府

日
本
電
産
(株
)

生
産
技
術
の
強
化
を
行
う
た
め
、
生
産
技
術
を
研
究
す
る
施
設
を
精
華
町
に
整
備

○
山
口
県

セ
ン
ト
ラ
ル
硝
子
(株
)

研
究
開
発
か
ら
量
産
化
へ
の
更
な
る
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
を
図
る
た
め
、
宇
部
市
の
工
場
に
研
究
所
を
整
備

○
岡
山
県

ヤ
ン
マ
ー
(株
)

植
物
の
有
用
品
種
の
研
究
、
栽
培
管
理
法
の
研
究
開
発
等
の
研
究
拠
点
と
し
て
、
倉
敷
市
に
研
究
所
を

整
備

拡
充
型
の
例

○
富
山
県

Ｙ
Ｋ
Ｋ

Ａ
Ｐ
（
株
）

黒
部
事
業
所
内
に
Ｙ
Ｋ
Ｋ
Ａ
Ｐ
株
式
会
社
の
本
社
機
能
の
一
部
を
東
京
都
墨
田
区
か
ら
移
転

○
茨
城
県

ラ
イ
ト
工
業
(株
)

技
術
開
発
力
の
強
化
を
図
る
た
め
、
東
京
本
社
に
あ
る
研
究
開
発
部
門
等
の
一
部
を
つ
く
ば
市
へ
移
転

○
岡
山
県

（
株
）
キ
ャ
ン

東
京
に
あ
る
財
務
経
理
や
労
務
部
門
な
ど
の
本
社
機
能
を
岡
山
市
へ
移
転

移
転
型
の
例

東
京
圏
・
中
部
圏
・
近
畿
圏
の
既
成
市
街
地
等
は

地
方
拠
点
強
化
税
制
の
対
象
外
と
な
る
。

5



地
方
に
お
け
る
企
業
拠
点
の
強
化
を
促
進
す
る
税
制
措
置
の
拡
充
（平
成
3
0
年
度
税
制
改
正
要
望
）

延
長

・拡
充

２
移

転
型

事
業

の
拡

充
東

京
一

極
集

中
是

正
に

直
接

的
に

効
果

の
あ

る
移

転
型

事
業

に
つ

い
て

、
要

件
の

緩
和

及
び

支
援

対
象

外
地

域
の

見
直

し
。

①
対

象
区

域
：道

府
県

内
の

一
部

に
限

定
②

移
転

先
施

設
の

従
業

員
増

加
数

の
過

半
数

が
東

京
23

区
か

ら
の

転
勤

者
で

あ
る

こ
と

①
対

象
区

域
の

限
定

を
廃

止
②

過
半

数
要

件
を

１
／

４
に

緩
和

現
行

緩
和

①
移

転
先

施
設

等
で

従
業

員
数

が
5人

（
中

小
2
人

）
以

上
増

加
②

単
年

度
に

お
い

て
全

事
業

所
の

雇
用

者
数

が
1
人

以
上

増
加

③
支

援
対

象
地

域
の

全
事

業
所

の
雇

用
者

増
加

数
が

上
限

緩
和

東
京

一
極

集
中

を
是

正
し

、
企

業
の

本
社

機
能

移
転

等
の

加
速

化
を

図
る

た
め

、
地

方
拠

点
強

化
税

制
の

延
長

及
び

拡
充

を
図

る
。

（
参

考
）

減
収

補
塡

措
置

の
拡

充
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
積

極
的

な
取

り
組

み
を

増
や

す
た

め
、

移
転

型
事

業
に

つ
い

て
、

こ
れ

ま
で

の
不

均
一

課
税

に
加

え
、

課
税

免
除

の
場

合
も

対
象

に
追

加
す

る
と

と
も

に
、

補
填

期
間

を
5年

に
延

長
。

１
制

度
全

体
の

拡
充

企
業

が
東

京
23

区
か

ら
地

方
へ

本
社

機
能

を
移

転
す

る
場

合
（移

転
型

事
業

）及
び

地
方

で
本

社
機

能
を

拡
充

す
る

場
合

（拡
充

型
事

業
）に

つ
い

て
、

雇
用

要
件

の
緩

和
及

び
支

援
対

象
施

設
の

拡
充

。

（
２

）
支

援
対

象
施

設
の

拡
充

支
援

対
象

施
設

：本
社

機
能

（事
務

所
、

研
究

所
、

研
修

所
）の

み
先

端
工

場
、

物
流

拠
点

、
社

員
住

宅
等

を
追

加

現
行

拡
充

①
計

画
認

定
時

：移
転

先
施

設
等

で
従

業
員

数
が

10
人

（
中

小
5
人

）
以

上
増

加
②

税
制

適
用

時
：単

年
度

に
お

い
て

全
事

業
所

の
雇

用
者

数
が

5人
（中

小
2
人

）
以

上
増

加
③

税
制

適
用

人
数

：全
事

業
所

の
雇

用
者

増
加

数
が

上
限

現
行

要
望

要
望

要
望

（
１

）
雇

用
要

件
の

緩
和

支
援

対
象

外
地

域
：首

都
圏

、
中

部
圏

、
近

畿
圏

中
部

圏
、

近
畿

圏
を

支
援

対
象

外
地

域
か

ら
除

外

現
行

見
直

し
要

望

（
１

）
要

件
の

緩
和

（
２

）
支

援
対

象
外

地
域

の
見

直
し
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空
き
店
舗
、
遊
休
農
地
、
古
民
家
等
遊
休
資
産
の
活
用

①
空
き
店
舗
の
活
用
等
に
よ
る
商
業
活
性
化
【
平
成
3
0
年
度
税
制
改
正
要
望
】

・
空
き
店
舗
活
用
に
積
極
的
に
取
り
組
む
地
方
公
共
団
体
・
商
店
街
を
支
援
す
る
た
め
、
地
方
創
生
推
進
交

付
金
を
含
む
関
係
府
省
に
よ
る
地
域
全
体
の
価
値
を
高
め
る
た
め
の
重
点
支
援
措
置
や
、
固
定
資
産
税
の

住
宅
用
地
特
例
の
解
除
措
置
等
に
関
す
る
仕
組
み
を
検
討
し
、
年
内
に
結
論
を
得
る
。

②
遊
休
農
地
の
活
用

・
既
存
施
策
に
加
え
、
農
村
地
域
工
業
等
導
入
促
進
法
の
改
正
等
に
よ
り
、
農
泊
や
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
、

IC
T
、
バ
イ
オ
マ
ス
、
日
本
版
C
C
R
C
な
ど
の
地
方
創
生
に
資
す
る
産
業
を
導
入
促
進
す
る
こ
と
で
、
遊
休

農
地
も
活
用
し
つ
つ
農
村
地
域
に
お
け
る
雇
用
と
所
得
の
創
出
を
促
進
。

③
古
民
家
等
の
歴
史
的
資
源
を
活
用
し
た
観
光
ま
ち
づ
く
り

・
「
歴
史
的
資
源
を
活
用
し
た
観
光
ま
ち
づ
く
り
官
民
連
携
推
進
チ
ー
ム
」
に
よ
る
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
、

料
理
人
等
の
人
材
育
成
に
取
り
組
み
、
地
方
公
共
団
体
や
D
M
O
等
へ
の
情
報
提
供
や
支
援
、
海
外
へ
の

情
報
発
信
を
行
う
。
あ
わ
せ
て
、
金
融
・
公
的
支
援
の
ほ
か
、
規
制
・
制
度
の
改
善
を
進
め
る
。

・
2
0
2
0
年
ま
で
に
全
国
2
0
0
地
域
で
の
取
組
を
目
指
す
。

地
方
に
お
け
る
遊
休
資
産
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
都
市
・
ま
ち
の
生
産
性
向
上
や
地
域
の
魅

力
を
引
き
出
し
、
地
域
の
活
性
化
を
図
る
。

【
油
津
商
店
街
（
宮
崎
県
日
南
市
）
】

「
25

0m
の

シ
ャ

ッ
タ

ー
通

り
に

、
4
年

間
で

20
以

上
の

新
規

出
店

を
実

現
す

る
こ

と
」

を
K
P

Iと
し

、
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
を

外
部

公
募

。
現

在
26

店
舗

が
オ

ー
プ

ン
し

、
商

店
街

を
再

生
。

遊
休
資
産
を
活
用
し
た
特
徴
的
な
事
例

【
篠
山
城
下
町
（
兵
庫
県
篠
山
市
）
】

篠
山

城
下

町
に

お
い

て
、

国
家

戦
略

特
区

を
活

用
し

、
４

つ
の

古
民

家
を

１
つ

の
ホ

テ
ル

と
し

て
面

的
に

利
用

し
た

斬
新

な
手

法
に

よ
り

古
民

家
を

再
生

。
そ

の
結

果
、

2
0
名

以
上

の
移

住
者

、
5
0
名

近
く
の

雇
用

を
創

出
。
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■
情
報
支
援
の
矢

○
地
域
経
済
分
析
シ
ス
テ
ム
（
R
E
S
A
S
）

・
官
民
が
保
有
す
る
産
業
・
人
口
・
観
光
等

の
地

域
経

済
に

関
わ

る
様

々
な

ビ
ッ

グ

デ
ー
タ
を
見
え
る
化

・
RE
SA
Sの

利
用
支
援
を
行
う
人
材
を
国
の
出

先
機
関
に

配
置

す
る

等
、
地

方
公

共
団
体

や
様
々
な
主
体
に
よ
る
活
用
を
推
進

■
人
材
支
援
の
矢

○
地
方
創
生
人
材
支
援
制
度

・
応
募
期
間
の
長
期
化
、
民
間
人
材
の
募
集
拡
大

○
地
方
創
生
カ
レ
ッ
ジ

・
地
方
創
生
を
担
う
専
門
人
材
を
官
民
協
働
で
確
保
育
成

○
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
事
業

・
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
の
地
方
還
流
を
実
現

■
財
政
支
援
の
矢

○
「
地
方
創
生
推
進
交
付
金
」
平
成
3
0
年
度
概
算
要
求
：
1
,0
7
0
億
円
（
事
業
費
ベ
ー
ス
：
2
,1
4
0
億
円
）

・
官
民
協
働
、
地
域
間
連
携
、
政
策
間
連
携
等
の
促
進
、
先
駆
的
・
優
良
事
例
の
横
展
開
を
支
援

○
地
方
創
生
応
援
税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）

・
地
方
公
共
団
体
が
行
う
地
方
創
生
の
取
組
に
対
し
寄
附
を
行
う
企
業
に
対
し
、
税
額
控
除
の
優
遇
措
置

○
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
」
（
地
方
財
政
措
置
）

・
地
方
公
共
団
体
が
地
方
創
生
に
取
り
組
み
、
き
め
細
や
か
な
施
策
を
可
能
と
す
る
観
点
か
ら
地
方
財
政
計
画

（
歳
出
）
に
計
上
（
平
成
29
年
度
:1
.0
兆
円
）

地
方
へ
の
支
援
（
地
方
創
生
版
・
３
本
の
矢
）
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○
原

則
5
万

人
以

下
の

市
町

村

に
対

し
て

、
国

家
公

務
員

や
民

間
人

材
等

を
首

長
の

補
佐

役
と

し
て

派
遣

○
派

遣
者

の
支

援
体

制
と

し
て

、
地

方
創

生
に

関
す

る
研

修
や

派
遣

者
同

士
の

報
告

会
・
情

報
交

換
会

を
実

施

○
既

に
各

地
方

に
存

在
す

る
人

材
養

成
機

関
（
大

学
、

民
間

等
）

が
連

携
す

る
場

を
構

築

○
地

方
創

生
を

担
う

人
材

に
求

め
ら

れ
る

知
識

や
ス

キ
ル

を
習

得
す

る
実

践
的

な
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
を

、
eラ

ー
ニ

ン
グ

形
式

等
に

よ
り

提
供

○
4

6
道

府
県

に
、

「
攻

め
の

経
営

」

と
新

た
な

事
業

展
開

を
促

す
「
プ

ロ
フ

ェ
ッ

シ
ョ

ナ
ル

人
材

戦
略

拠
点

」を
設

置

○
潜

在
力

の
高

い
地

域
企

業
を

発
掘

し
、

都
市

圏
の

多
様

な
プ

ロ
人

材
を

抱
え

る
民

間
事

業
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

に
よ

り
、

プ
ロ

人
材

の
地

方
還

流
を

実
現

【地
方

公
共

団
体

】
戦

略
を

企
画

・立
案

で
き

る
人

材
が

不
足

【地
域

の
企

業
】

「攻
め

の
経

営
」を

実
践

す
る

人
材

が
不

足
【事

業
の

担
い

手
】

戦
略

に
沿

っ
て

事
業

を
推

進
で

き
る

人
材

が
不

足
課

題

地
方

創
生

カ
レ

ッ
ジ

プ
ロ

フ
ェ

ッ
シ

ョ
ナ

ル
人

材
事

業
地

方
創

生
人

材
支

援
制

度

人
材
支
援
（
地
方
創
生
人
材
支
援
制
度
、
地
方
創
生
カ
レ
ッ
ジ
、
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
事
業
）

取
組

の
概

要

実
績

・
平

成
2

8
年

1
2
月

開
講

・
平

成
2

9
年

5
月

末
時

点
で

、
受

講
者

5
,0

9
9
人

・
平

成
2

9
年

8
月

末
時

点
で

相
談

件
数

累
計

1
6

,9
2

5
件

、
成

約
件

数
累

計
1

,7
8

1
件

。

・
平

成
2

7
年

度
派

遣
6

9
市

町
村

・
平

成
2

8
年

度
派

遣
5

8
市

町
村

・
平

成
2

9
年

度
派

遣
5

5
市

町
村

⇒
こ

れ
ま

で
4

5
道

府
県

、
1

7
3
市

町
村

に
派

遣
※

い
ず

れ
も

派
遣

当
時

の
市

町
村

数
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国

交
付
金
（
１
/２

）
都
道
府
県

市
町
村

【
対
象
事
業
】

①
先
駆
性
の
あ
る
取
組

・
官
民
協
働
、

地
域
間
連
携

、
政
策
間
連
携
、
事
業
推
進
主
体
の

形
成
、
中
核
的
人
材
の
確
保
・
育
成
、
地
域
経
済
牽
引

例
）
ロ
ー
カ
ル
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
ロ
ー
カ
ル
・
ブ
ラ
ン

デ
ィ
ン
グ
（
日
本
版
Ｄ
Ｍ
Ｏ
）
、
生
涯
活
躍
の
ま
ち
、

働
き
方
改
革
、
小
さ
な
拠
点
、
空
き
店
舗

等

②
先
駆
的
・
優
良
事
例
の
横
展
開

・
地
方
創
生
の
深
化
の
す
そ
野
を
広
げ
る
取
組

③
既
存
事
業
の
隘
路
を
発
見
し
、
打
開
す
る
取
組

・
自
治
体
自
身
が
既
存
事
業
の
隘
路
を
発
見
し
、
打
開
す
る
た
め
に

行
う
取
組

【
手
続
き
】

〇
自
治
体
は
、
対
象
事
業
に
係
る
地
域
再
生
計
画
（
５
ヶ
年
度
以
内
）

を
作
成
し
、
内
閣
総
理
大
臣
が
認
定
し
ま
す
。

○
地
方
創
生
の
新
展
開
を
図
る
た
め
、
地
方
創
生
推
進
交
付
金
に
よ
り
支

援
し
ま
す
。

①
地
方
版
総
合
戦
略
に
基
づ
く
、
自
治
体
の
自
主
的
・
主
体
的
で
先
導

的
な
事
業
を
支
援

②
Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
設
定
と
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
を
組
み
込
み
、
従
来
の
「
縦

割
り
」
事
業
を
超
え
た
取
組
を
支
援

③
地
域
再
生
法
に
基
づ
く
法
律
補
助
の
交
付
金
と
し
、
安
定
的
な
制

度
・
運
用
を
確
保

地
方
創
生
推
進
交
付
金

（
内
閣
府
地
方
創
生
推
進
事
務
局
）

３
０
年
度
概
算
要
求
額

1
,０
７
０
億
円

【
う
ち
優
先
課
題
推
進
枠
１
７
０
億
円
】

（
2
９
年
度
予
算
額

１
,０
０
０
億
円
）

事
業
概
要
・
目
的

事
業
イ
メ
ー
ジ
・
具
体
例

資
金
の
流
れ

○
先
駆
的
な
取
組
等
を
後
押
し
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
方
に
お
け
る
安
定

し
た
雇
用
創
出
、
地
方
へ
の
新
し
い
ひ
と
の
流
れ
、
ま
ち
の
活
性
化
な

ど
地
方
創
生
を
深
化
さ
せ
、
地
方
の
平
均
所
得
の
向
上
を
実
現
し
ま
す
。

期
待
さ
れ
る
効
果

具
体

的
な

「
成

果
目

標
（
Ｋ

Ｐ
Ｉ）

」
の

設
定

「
Ｐ

Ｄ
Ｃ

Ａ
サ

イ
ク

ル
」

の
確

立

（
１
/２

の
地
方
負
担
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政
措
置
を
講
じ
ま
す
）
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企
業

が
所

在
す

る
自

治
体

（
法

人
住

民
税

・
法

人
事

業
税

）

企
業

地
方

創
生

応
援

税
制

（
「企

業
版

ふ
る

さ
と

納
税

」
）

○
志

の
あ

る
企

業
が

地
方

創
生

を
応

援
す

る
税

制

⇒
地

方
公

共
団

体
が

行
う

地
方

創
生

の
取

組
に

対
す

る
企

業
の

寄
附

に
つ

い
て

、
税

額
控

除
の

優
遇

措
置

○
企

業
が

寄
附

し
や

す
い

よ
う

に

・
税

負
担

軽
減

の
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

を
２

倍
に

・
寄

附
額

の
下

限
は

１
０

万
円

と
低

め
に

設
定

○
寄

附
企

業
へ

の
経

済
的

な
見

返
り

は
禁

止

④
寄

附
※

2

内
閣

府

③
計

画
の

認
定

地
方

創
生

を
推

進
す

る
上

で
効

果
の

高
い

事
業

○
○

市

総
合

戦
略

・○
○

事
業

・△
△

事
業

・◇
◇

事
業

制
度

活
用

の
流

れ

⑤
税

額
控

除

制
度

の
ポ

イ
ン

ト

①
地

方
公

共
団

体
が

地
方

版
総

合
戦

略
を

策
定

②
地

方
公

共
団

体
※

1

が
地

域
再

生
計

画
を

作
成

損
金
算
入

（
約
３
割
）

税
額
控
除

（
３
割
）

現
行
の
軽
減
効
果

２
倍
に

例
）
1
0
0
万
円
寄
附
す
る
と
、
法
人
関
係
税
に
お
い
て
約
6
0
万
円
の
税
が
軽
減

国
（
法

人
税

）

※
1

不
交

付
団

体
で

あ
る

東
京

都
、

不
交

付
団

体
で

三
大

都
市

圏
の

既
成

市
街

地
等

に
所

在
す

る
市

町
村

は
対

象
外

。
※

2
本

社
が

所
在

す
る

地
方

公
共

団
体

へ
の

寄
附

は
対

象
外

。

認
定
事
業
（
平
成
2
9
年
6
月
現
在
）
3
5
6
事
業

総
事
業
費
9
6
7
億
円

第
1
回
は
４
月
、
第
2
回
は
9
月
、
第
3
回
は
1
月
に
申
請
受
付

11



企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
の
取
組
に
つ
い
て

2
.平
成

2
8
年
度
寄
附
受
入
額
の
多
い
地
方
公
共
団
体

①
茨
城
県
境
町

7
7
,0
0
0
千
円

（
6
件
）

②
北
海
道
夕
張
市

6
1
,6
3
6
千
円

（
1
件
）

③
群
馬
県
前
橋
市

4
1
,2
0
0
千
円

（
6
件
）

1
.主
な
寄
附
事
例

〇
㈱
ニ
ト
リ
(北

海
道
札
幌
市
)

平
成
2
8
年
度
寄
附
実
績
額
：
6
1
,6
3
6
千
円
（
１
事
業
）

北
海
道
夕
張
市
…
コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
の
推
進
加
速
化
と
地
域
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査

（
主
要
幹
線
の
中
心
地
区
に
児
童
館
、
図
書
館
等
の
多
機
能
を
備
え
た
複
合
型
拠
点
施
設
の
整
備
な
ど
を
実
施
）

※
平
成
3
1
年
度
ま
で
の
４
年
間
で
計
５
億
円
を
寄
附
予
定

〇
三
井
造
船
㈱
(東

京
都
中
央
区
)

平
成
2
9
年
度
寄
附
見
込
額
：
6
5
,0
0
0
千
円
(１

事
業
）

岡
山
県
玉
野
市
…
た
ま
の
版
地
方
創
生
人
財
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（
市
立
商
業
高
校
に
工
業
系
学
科
を
新
設
し
、
地
元
企
業
の
即
戦
力
と
し
て
活
躍
で
き
る
優
秀
な
人
材
を
育
成
）

〇
㈱
小
松
製
作
所
（
東
京
都
港
区
）

平
成
2
9
年
度
寄
附
見
込
額
：
2
5
,0
0
0
千
円
（
１
事
業
）

石
川
県
小
松
市
…
「
遊
泉
寺
銅
山
跡
活
用
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
～
ひ
と
と
自
然
と
の
歴
史
を
紡
ぎ
、
未
来
へ
つ
な
ぐ
先
人
達
の
ス
ピ
リ
ッ
ト
～

（
市
内
の
遊
泉
寺
銅
山
跡
地
を
観
光
資
源
と
し
て
活
用
す
べ
く
案
内
看
板
や
休
憩
施
設
等
を
整
備
）

※
平
成
3
1
年
度
ま
で
の
３
年
間
で
約
9
,0
0
0
万
円
を
寄
附
予
定

企
業
の
寄
附
を
受
け
入
れ
る
た
め
に
は
、
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、
以
下
の
点
を
踏
ま
え
、
積
極
的
な
取
組
が
必
要
。

①
様
々
な
「縁

」
を
活
か
し
て
、
積
極
的
に
営
業
活
動
を
行
う
こ
と

・
「
縁
」
の
活
用
：
創
業
地
、
工
場
立
地
、
事
業
の
関
連
性

・
営
業
手
法

：
首
長
等
に
よ
る
ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
、
専
門
の
営
業
部
隊
の
設
置
、
東
京
事
務
所
の
活
用

②
寄
附
を
行
っ
た
企
業
の
メ
リ
ッ
ト
増
大
の
工
夫

・
感
謝
状
の
贈
呈

・
自
治
体
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
企
業
名
の
公
表

・
施
設
へ
の
企
業
名
プ
レ
ー
ト
の
設
置

3
.自
治
体
が
取
り
組
む
べ
き
こ
と

④
岩
手
県
軽
米
町

3
4
,0
0
0
千
円

（
3
件
）

⑤
長
崎
県

3
2
,8
0
0
千
円

（
3
3
件
）
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地
方
分
権
改
革
平
成
2
9
年
の
地
方
か
ら
の
提
案
の
状
況

団
体

区
分

H
2
8

H
2
9

都
道

府
県

43
29

.7
%

45
24

.5
%

市
区

町
村

96
66

.2
%

13
0

70
.7

%

市
区

7
8

5
3
.8

%
1
0
0

5
4
.3

%

町
村

1
8

1
2
.4

%
3
0

1
6
.3

%

全
国

的
連

合
組

織
等

6
4.

1%
9

4.
9%

計
14

5
－

18
4

－

団
体

区
分

H
2
8

H
2
9

都
道

府
県

18
0

5
9
.4

%
1
8
6

5
9
.8

%

市
区

町
村

15
4

5
0
.8

%
1
9
8

6
3
.7

%

市
区

1
3
8

4
5
.5

%
1
7
7

5
6
.9

%

町
村

1
6

5
.3

%
2
1

6
.8

%

全
国

的
連

合
組

織
等

92
3
0
.4

%
1
1
1

3
5
.7

%

計
30

3
－

31
1

－

（
単

位
：
件

数
）

＜
提

案
件

数
＞

＜
提

案
団

体
数

＞

※
九

州
地

方
知

事
会

、
特

別
区

長
会

の
構

成
団

体
は

都
道

府
県

・市
区

に
そ

れ
ぞ

れ
計

上
※

共
同

提
案

は
各

団
体

区
分

に
そ

れ
ぞ

れ
計

上
し

て
い

る
た

め
、

合
計

は
一

致
し

な
い

（
単

位
：
団

体
数

）

○
平

成
2
9
年

度
の

提
案

総
数

は
、
3
1
1
件

○
こ

の
う

ち
、

関
係

府
省

の
予

算
編

成
過

程
で

の
検

討
を

求
め

る
提

案
等

を
除

く
21

0件
に

つ
い

て
、

内
閣

府
と

関
係

府
省

と
の

間
で

調

整
を

行
う

と
と

も
に

、
重
点
事
項
と
位
置
付
け
た
9
6
件

に
つ

い
て

は
、

地
方

分
権

改
革

有
識

者
会

議
の
提
案
募
集
検
討
専
門
部
会
で

調
査
・
審
議

を
行

う
。

＜
提
案
数
等
＞

＜
提
案
の
特
徴
＞

○
提

案
数

の
増

加
（Ｈ

28
：3

0
3件

→
3
1
1
件

）
（事

前
相

談
Ｈ

28
：4

73
件

→
 4
9
7
件

）

○
市

区
町

村
か

ら
の

提
案

団
体

数
の

増
加

（Ｈ
28

：9
6団

体
→

 1
3
0
団
体

）（
事

前
相

談
Ｈ

2
8：

11
7
団

体
→

 1
5
2
団
体

）

○
新

規
提

案
団

体
数

の
増

加
（Ｈ

28
：4

5団
体

→
6
6
団
体

）
○

共
同

提
案

に
関

す
る

新
た

な
取

組
（①

全
国

知
事

会
、

全
国

市
長

会
、

全
国

町
村

会
の

地
方

３
団

体
に

よ
る

共
同

提
案

②
九

州
地

方
知

事
会

、
九

州
及

び
山

口
県

内
全

市
町

村
に

よ
る

共
同

提
案

③
山

梨
県

南
部

地
域

の
町

村
に

よ
る

共
同

提
案

な
ど

）

○
平

成
2
8
年

に
引

き
続

き
、

福
祉

関
係

（子
育

て
・介

護
等

）の
提

案
が

最
多

。
（
93

件
→

 1
1
5
件

）
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職
員
配
置
要
件
の

緩
和

従 前 提 案 実 現 後

（
平
成
２
８
年
提
案
事
例
）
病
児
保
育
事
業
の
職
員
配
置
要
件
に
係
る
職
員
配
置
要
件
の
緩
和

支
障

効
果

提
案

主
体

：兵
庫

県
、

滋
賀

県
、

和
歌

山
県

、
鳥

取
県

、
徳

島
県

、
堺

市

見 直 し

病
児

保
育

事
業

の
実

施
要

件
（職

員
配

置
要

件
）

①
児

童
お

お
む

ね
1

0人
に

つ
き
看
護
師
等
１
名

②
児

童
お

お
む

ね
３

人
に

つ
き
保
育
士
１
名

病
院
や
保
育
所
等
で
、
病
気
の

子
供
を
一
時
的
に
保
育
す
る
事
業

※
病
児
保
育
事
業
と
は
・
・
・

＜
緩
和
時
の
要
件
（
概
要
）
＞

○
離
島
・
中
山
間
地
等
で
病
院
に
併
設

○
利
用
児
童
が
原
則
２
名
以
下

○
病
児
保
育
に
経
験
あ
る
看
護
師
１
名
が
常
駐

○
他
の
看
護
師
１
名
が
、
必
要
な
場
合
に
迅
速
に
対
応

要
件
を
満
た
せ
ば

看
護
師
が
保
育
士

を
代
替

病
児
保
育
が
で
き
な
い

地
域
が
生
じ
て
い
る

病
児
保
育
が
で
き
る

地
域
の
拡

大

・
保
育
士
の
確
保
が
困
難
な
地

域
。

・
子
ど
も
の
数
が
少
な
く
、
常
に

利
用
児
童
が
い
る
わ
け
で
は
な

い
地
域
。

な
ど
、
主
に
地
方
部

働
く
お
母
さ
ん
の
環
境
改
善

住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

兵
庫
県
の
病
児
保
育
事
業
実
施
状
況

※
着
色
部
が
病
児
保
育
実
施
地
域

兵
庫

県
内

に
お

い
て

、
保

育
士

の
確

保
の

困
難

な
地

域
で

も
安

定
的

な
病

児
保

育
事

業
を

実
施

中
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（
平
成
２
９
年
提
案
事
例
）
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
貨
物
の
有
償
運
送
を
可
能
と
す
る
た
め
の
規
制
緩
和

現
状

○
自

動
車

運
送

事
業

者
は

、
そ

れ
ぞ

れ
旅

客
又

は
貨

物
の

運
送

に
特

化
し

て
い

る
。

（
原

則
、

事
業

の
「
か

け
も

ち
」

が
で

き
な

い
※

。
）

※
乗

合
バ

ス
は

、
少

量
の

貨
物

の
み

運
送

可
能

○
乗

用
タ

ク
シ

ー
に

つ
い

て
は

、
そ

の
車

両
を

用
い

て
貨

物
運

送
を

行
う

こ
と

は
で

き
な

い
。

支
障

○
中

山
間

地
域

に
お

い
て

は
、

運
送

事
業

の
経

営
が

成
り

立
ち

に
く

く
、

物
流

サ
ー

ビ
ス

の
確

保
が

困
難

。

○
特

に
乗

用
タ

ク
シ

ー
が

住
民

の
足

と
な

っ
て

い
る

過
疎

地
域

な
ど

で
は

、
既

存
制

度
で

の
対

応
が

困
難

。

関
係
省
庁
（
国
土
交
通
省
）
の
回
答
概
要

自
動

車
運

送
業

の
担

い
手

の
確

保
や

人
口

減
少

に
伴

う
輸

送
需

要
の

減
少

が
深

刻
な

課
題

と
な

っ
て

い
る

過
疎

地
域

に
お

い
て

人
流

・
物

流
サ

ー
ビ

ス
の

持
続

可
能

性
を

確
保

す
る

た
め

、
自

動
車

運
送

事
業

者
が

旅
客

又
は

貨
物

の
運

送
に

特
化

し
て

き
た

従
来

の
あ

り
方

を
転

換
し

、
輸

送
の

安
全

を
確

保
す

る
観

点
か

ら
旅

客
自

動
車

運
送

事
業

及
び

貨
物

自
動

車
運

送
事

業
の

許
可

を
そ

れ
ぞ

れ
取

得
し

た
場

合
に

は
、

一
定

の
条

件
の

も
と

で
、

過
疎

地
域

に
お

け
る

タ
ク

シ
ー

車
両

を
用

い
た

貨
物

運
送

を
行

う
こ

と
を

可
能

と
す

る
た

め
の

措
置

を
講

ず
る

こ
と

を
検

討
し

て
い

る
と

こ
ろ

、
９

月
に

許
可

の
申

請
受

付
を

開
始

す
る

予
定

。

提
案

主
体

：鳥
取

県
、

中
国

地
方

知
事

会
、

滋
賀

県
、

京
都

府
、

兵
庫

県
、

和
歌

山
県

、
徳

島
県

、
京

都
市

、
堺

市

提
案

○
地

域
公

共
交

通
会

議
で

協
議

が
調

っ
た

場
合

に
は

、
過

疎
地

域
等

に
お

い
て

乗
用

タ
ク

シ
ー

に
よ

る
少

量
貨

物
の

有
償

運
送

を
可

能
と

す
る

。
（
貨

客
混

載
）

京
都

府
に

お
い

て
、

乗
用

タ
ク

シ
ー

に
よ

る
、

道
の

駅
か

ら
高

齢
者

宅
へ

の
配

食
サ

ー
ビ

ス
を

計
画

中
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平
成
２
９
年
の
地
方
分
権
改
革
に
関
す
る
提
案
募
集
方
式
の
取
組
状
況
（
予
定
）

２
月
21
日
～
６
月
６
日

提
案
募
集
受
付

→
3
11
件
の
提
案

７
月
10
日
～
2
4日

関
係
府
省
へ
の
検
討
要
請

（
７
月
11
日
の
閣
僚
懇
談
会
に
お
い
て
、
山
本
大
臣
か
ら
各
大
臣
に
要
請
）

８
月
２
日
～
10
日

提
案
募
集
検
討
専
門
部
会

→
関
係
府
省
ヒ
ア
リ
ン
グ
１
Ｒ

９
月
１
日

提
案
募
集
検
討
専
門
部
会

→
地
方
三
団
体
ヒ
ア
リ
ン
グ

９
月
11
日
～
22
日

関
係
府
省
へ
の
再
検
討
要
請

（
９
月
12
日
の
閣
僚
懇
談
会
に
お
い
て
、
梶
山
大
臣
か
ら
各
大
臣
に
要
請
）

10
月
12
日
～
2
0日

提
案
募
集
検
討
専
門
部
会

→
関
係
府
省
ヒ
ア
リ
ン
グ
２
Ｒ

10
月
～
1
1月

中
旬

関
係
府
省
と
の
調
整

11
月
下
旬
～
1
2月

上
旬

地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議
・
提
案
募
集
検
討
専
門
部
会

合
同
会
議

→
対
応
方
針
案
の
了
承

12
月
中
下
旬

地
方
分
権
改
革
推
進
本
部
・
閣
議

→
対
応
方
針
の
決
定
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